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情報提供「非常に強い台風時の走錨による事故防止対策について（中間報告）」 

 

 

本年 9月 4日、非常に強い台風第 21 号が大阪湾を通過時に、錨泊中の油タンカ

ーが走錨して関西国際空港連絡橋に衝突し、また、10 月 1 日には、強い台風第 24

号が関東地方を通過時に、錨泊中の外国籍貨物船が走錨して京浜港川崎区扇島の

岸壁に衝突し、走錨による重大な船舶事故が、相次いで 2件発生しました。 

一方、この 2隻のほか、大阪湾や東京湾には多くの船舶が錨泊していたことが

確認できましたので、運輸安全委員会では、これらの船舶が、台風の接近、通過

時に、どのような状況で、どのように事故防止対策を講じたのかなどのアンケー

ト調査を行い、グッジョブ事例も含め、資料として作成しました。本資料を海運

会社の安全講習等で周知し、同種事故の再発防止を図っていただきたいと考えて

おります。 

なお、これまでの情報提供は、事故やインシデント調査の過程で判明した事項

や既に公表した調査報告書の分析結果によるものでしたが、この資料は、事故や

インシデントに至っていない船舶や運航関係者からの情報を基に、グッジョブ事

例も含め作成した点で、運輸安全委員会「初」の情報提供となります。 

なお、下記の行政機関、関係団体への情報提供及び当委員会ホームページへの

掲載を予定しています。 

 

記 

 

行政機関：国土交通省海事局安全政策課、海上保安庁交通部航行安全課 

関係団体：一般社団法人 日本船主協会、一般社団法人 日本旅客船協会、      

一般社団法人 日本長距離フェリー協会、日本内航海運組合総連合会、

日本水先人会連合会、外国船舶協会、外航船舶代理店業協会 

 

※  本資料の最終報告は、調査対象船舶の船体運動シミュレーション計算結果と

動静等についての情報を追加し、平成 31 年 3 月の公表を予定しています。 

問合せ先 

運輸安全委員会事務局総務課広報室 

直通：03-5253-8819 
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運輸安全委員会事務局 首席船舶事故調査官  
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非常に強い台風時の走錨による事故防止のポイント！ 

非常に強い台風時の走錨による事故防止を図るため、次の措置をとること。 
 

１．走錨しないためには、錨泊方法は、双錨泊を基本とし、錨鎖をできるかぎり

長く伸出して、錨と錨鎖で十分な把駐力・係駐力を確保する等、万全の措

置をとる必要があります。 

なお、錨泊方法や錨鎖の伸出量は、錨地における船舶の混雑状況、底質な

どの環境に応じて各船で判断します。 
 

２．万全の錨泊方法や錨鎖の伸出でも、強風下、錨と錨鎖の把駐力・係駐力

だけでは、走錨する可能性もあります。 

あらかじめ機関をスタンバイし、急速に変化する風向・風速に応じて、走錨し

ないよう、継続的に機関を使用し、出力の調整を適確に実施してください。 
 

３．上記の１．や２．の措置をとったとしても、走錨の可能性を想定し、風下に

重要施設などが存在しない、他船と十分な距離を確保できる錨地を選定

してください。 
 

４．台風通過時には急速に風向・風速が変化するため、最新の気象・海象

（台風）情報の入手とその正確な予測が必要です。それぞれの措置の実

施に当たっては、タイミングを適切に捉えることが極めて重要です。 

※台風の強さ 

 

 

 

 

 

 

（気象庁ホームページより） 

強さ 最大風速（10分間平均風速の最大値）

(表現しない) 33m/s(64ノット)未満

強い 33m/s(64ノット)以上　44m/s(85ノット)未満

非常に強い 44m/s(85ノット)以上　54m/s(105ノット)未満

猛烈な 54m/s(105ノット)以上
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はじめに 

 地球温暖化にともなう熱帯低気圧（台風、ハリケーン等）の活動の予測研究によると、発生

数における非常に強い熱帯低気圧の数は増加する傾向があると予測されている。 

 平成 30 年 9 月 4 日、非常に強い台風第 21 号が大阪湾を通過した際、関西国際空港南東沖に

錨泊中の油タンカーが走錨し、空港連絡橋に衝突する事故が発生した。さらに、9 月 30 日か

ら 10 月 1 日にかけて、強い台風第 24 号が関東地方を通過した際、京浜港横浜区の大黒ふ頭沖

に錨泊中の外国籍貨物船が走錨し、扇島の岸壁に衝突する事故が発生した。運輸安全委員会で

は現在、それぞれの事故調査を実施しているところである。 

 この時、台風による強風下、大阪湾及び東京湾で錨泊し、走錨による事故の防止に努めた船

舶が、AIS(船舶自動識別装置：Automatic Identification System)データによって、大阪湾で

は 54 隻(日本籍船 21 隻、外国籍船 33 隻)、東京湾では 420 隻(日本籍船 288 隻、外国籍船 132

隻)が確認されている（大阪湾は港内の船舶を、東京湾は岸壁係留中の船舶を除く）。 

これらの船舶のうち、93 隻(日本籍船 84 隻、外国籍船 9 隻)に、錨地、錨泊方法及び台風情

報の入手方法等のアンケート調査を実施し、その回答や AIS データ等から、台風の接近、通過

時の措置等についてその状況を分析した(最終報告は平成 31 年 3 月を予定)。 

 なお、旧海難審判庁では、平成 16(2004)年に上陸した台風の海難事例、旅客船及び内航船

への台風避難アンケート調査並びにシミュレーション計算結果等を取りまとめた海難分析集

「台風と海難」を平成 18(2006)年に発行し、当委員会ホームページに掲載している。 

http://www.mlit.go.jp/jtsb/kai/bunseki/bunsekikohosiryo/no6_taihu/taihutokainantop.htm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

～単錨泊時の錨及び錨鎖の状態の例～ 

～錨泊方法の例～ 

[単錨泊] [振れ止め錨] [双錨泊] [二錨泊] 

① 

海底に錨及

び錨鎖が接

して把駐部

を構成して

いる様子 

② 

外力を受けて

徐々に錨鎖が海

底を離れカテナ

リーカーブを描

く様子 

③ 

外力を受けて

錨鎖が錨のシ

ャンク部を持

ち上げ、錨に

上向きの力が

働いた様子 海底 

把駐部 

錨 

水面 

ｼｬﾝｸ部 錨鎖 
ｶﾃﾅﾘｰ 

ｶｰﾌﾞ※ 

※ロープ等の両端を持って

垂らしたときにできる曲線  

錨鎖を伸ばせば、摩擦抵抗が増。 

双錨泊にすれば、さらに増。 

外力 外力 

ｼｬﾝｸ部 

※事故調査実施中の船舶は、アンケート対象から除いている。 

※アンケート回答及び資料提供の協力会社：NS ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ内航海運(株)、東汽船(株)ほかのべ 32 社 

※風速：地域気象観測所の観測値、(一財)日本気象協会資料(推定値)及びアンケート回答による。 

波高：気象庁の浅海波浪モデルによる数値データ(推定値)(気象庁提供)及び(一財)日本気象協会資料(推定値)

による。 

http://www.mlit.go.jp/jtsb/kai/bunseki/bunsekikohosiryo/no6_taihu/taihutokainantop.htm
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１．台風と AIS データの状況 

（１）平成 30 年台風第 21 号の概要 

 平成 30 年台風第 21 号は、9 月 4 日 12 時前、徳島県南部に上陸し、12 時 50 分時点で徳

島県阿南市付近を約 55km/h の速さで北北東へ進み、13 時の中心気圧 955hPa、最大風速

45m/s で、14 時前、兵庫県神戸市付近に再上陸した(図 1 参照)。 

 関空島及び神戸空港の地域気象観測所における 9 月 4 日 11 時 30 分～14 時 30 分の風向

風速観測値は、図 2 のとおりで、関空島では、13 時 40 分に最大瞬間風速 58.1m/s を観測

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）大阪湾の AIS データ 

平成 30 年 9 月 4 日 13 時 40 分～45 分の AIS*1 データによると、大阪湾(港内を除く)に

は、図 3 のとおり AIS 使用船舶 54 隻が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1 天気図(9 月 4 日 12 時) 図 2 関空島及び神戸空港の地域気象観測所の風向風速観測値 

(最大瞬間風速) 

淡路島 

神戸空港 

図 3 AIS データによる大阪

湾の状況と台風第 21 号の概

略経路図 
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*1
「AIS(船舶自動識別装置:Automatic Identification System)」とは、船舶の識別符号、種類、船名、船位、針路、速力、

目的地及び航行状態に関する情報を各船が自動的に送受信し、船舶相互間、陸上局の航行援助施設等との間で情報を交換する

装置をいう。 

(最大瞬間風速：時刻) 

(H30.9.4 13:40-13:45 の AIS データ) 
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（３）平成 30 年台風第 24 号の概要 

平成 30 年台風第 24 号は、9 月 30 日 20 時ごろ和歌山県田辺市付近に上陸し、20 時に中

心気圧 960hPa、最大風速 40m/s の勢力で、その後 10 月 1 日 0 時に中心気圧 970hPa、最大

風速 40m/s の勢力で首都圏を暴風域に巻き込んで本州を縦断し、北海道東部の沖合で温帯

低気圧となった(図 4 参照)。 

 羽田地域気象観測所における 9 月 30 日 19 時 30 分から 10 月 1 日 5 時 30 分の風向風速

観測値は、図 5 のとおりであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）東京湾の AIS データ 

 平成 30 年 10 月 1 日 1 時 30 分ごろの AIS データによると、東京湾(岸壁係留中の船舶を

除く)には、図 6 のとおり AIS 使用船舶 420 隻が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4 天気図(10 月 1 日 03 時) 
図 5 羽田地域気象観測所の風向風速観測値 

(最大瞬間風速) 

図 6 AIS データによる東京

湾の状況と台風第 24 号の概

略経路図 

日本籍船 

外国籍船 

千葉市 

富津市 

横浜市 

東京国際空港 
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(最大瞬間風速：時刻) 

(H30.10.1 1:30 ごろの AIS データ) 
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走錨 12
非走錨 21
走錨 9
非走錨 23

双錨泊 32

単錨泊 33

２．アンケート結果の分析 

（１）調査対象船舶 

① 大阪湾(平成 30 年 9 月 4 日) 

大阪湾の AIS データで確認された 54 隻(日本籍船 21 隻、外国籍船 33 隻)のうち、湾内

の錨泊船 28 隻(日本籍船 19 隻、外国籍船 9 隻)からアンケートへの回答を得た。 

船舶の内訳(船種)は、表 1 に示すとおり、日本籍船 19 隻は、油タンカー8 隻、ケミカル

タンカー5 隻、旅客船 3 隻、一般貨物船 3 隻で、タンカーは 499 トン型の船舶が 9 隻であ

った。また、外国籍船 9 隻は、ばら積み貨物船 6 隻、自動車運搬船、RORO 船、タンカーが

それぞれ 1 隻であった。 

  

 

  

  

 

 

 

アンケート回答及び AIS データによると、錨泊方法 

及び走錨の有無は、表 2 のとおりであった。 

 

② 東京湾(平成 30 年 9 月 30 日～10 月 1 日) 

東京湾の AIS データで確認された船舶のうち、錨泊していた内航貨物船及び内航タンカ

ー(499 トン型、749 トン型及び積載量 5,000 ㎘級タンカー)65 隻からアンケートへの回答

を得た。 

船舶の内訳をみると、内航貨物船 17 隻(499 トン型 11 隻、749 トン型 6 隻)、内航タンカ

ー48 隻(499 トン型 10 隻、749 トン型 12 隻、積載量 5,000 ㎘級タンカー26 隻）であった。 

アンケート回答及び AIS データによると、錨泊方法 

及び走錨の有無は、表 3 のとおりであった。 

 

 

※ 本資料において「走錨」とは、機関を使用して走錨防止に努めた船舶があったこと

から、錨泊状態の船舶が 500m 以上の距離を移動したことが確認された場合をいうこ

ととした。(アンケート回答及び AIS データ(船位はアンテナ位置が基点)による。) 

  

表 1 調査対象船舶の状況(大阪湾 28 隻) 

船種 総トン数 錨泊 積載 ﾊﾞﾗｽﾄ
498 双 不詳 -
498 双 空 ○
499 双 満 -
499 単 空 ○

3,578 双 半 -
3,648 双 満 -
3,779 双 空 ○
3,942 単 満 -

日本籍船（19隻）

油タンカー
(8隻)

船種 総トン数 錨泊 積載 ﾊﾞﾗｽﾄ
498 単 半 ○
499 双 半 ○
499 単 半 ○
499 単 半 ○
698 双 空 ○

2,138 単 空 ○
2,604 双 空 ○
2,620 単 空 ○

499 双 空 ○
699 単 空 ○
749 双 空 ○

一般貨物船
(3隻)

ケミカル・特殊
タンカー (5隻)

旅客船 (3隻)

表 2 錨泊方法と走錨の有無(大阪湾 28 隻) 

表 3 錨泊方法と走錨の有無(東京湾 65 隻) 

走錨 16 (外国籍船8)
非走錨 1 (外国籍船1)
走錨 4
非走錨 7

双錨泊 11

単錨泊 17

船種 総トン数 全長(m) 積載 ﾊﾞﾗｽﾄ
9,243 130.73 空 ○

17,025 169.37 半 ○
21,192 179.99 半 -
27,470 182.99 半 ○
31,760 189.99 満 -
31,873 189.99 半 ○

自動車運搬船 60,414 199.99 半 ○
RORO船 9,981 124.55 満 -
タンカー 4,879 107.11 半 ○

外国籍船（9隻） 全て単錨泊

ばら積み
貨物船 (6隻)
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（２）錨泊方法 

 

 

 

 

 

 

 

① 錨鎖の長さ 

錨泊時の錨鎖の長さは、経験的に風速 20m/s(通常時)では水深の 3 倍＋90m(3D+90)、風

速 30m/s(荒天時)では水深の 4 倍＋145m(4D+145)が目安*2 と水深との関係で決めている。

過去の事故等事例の 49 隻*3、今回の大阪湾の 28 隻及び東京湾の 65 隻について水深と錨鎖

の長さを、風速に応じてマークを色分けして表示すると図 7 となる。 

今回、大阪湾及び東京湾の 93 隻のうち、単錨泊の内航船 41 隻は、150～247.5m(平均約

194m)の錨鎖を伸出し、単錨泊の外国籍船 9 隻では、220～302.5m(平均約 245m)の錨鎖を伸

出しており、双錨泊の内航船43隻では、275～412.5m(平均約340m)の錨鎖を伸出していた。 

大阪湾及び東京湾の 93 隻の走錨の比率をみると、単錨泊は 56％、双錨泊は 30％で、錨

と錨鎖の把駐力・係駐力をより確保でき、走錨の比率が低い双錨泊とすべきであったと考

えられるが、風速 30m/s を超えると錨と錨鎖の対策のみで走錨を防ぐことは難しい状況で

あることから、機関の使用等にも工夫が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*2
 「操船論」(初版、岩井聡著、海文堂出版(株)、昭和 42 年発行)及び旧日本海軍が使用していた「操艦教範」 

*3
 平成 30 年 8 月 28 日当委員会公表資料「走錨事故等の防止に向けて」(平成 20 年から 30 年 7 月までに当委員会公表

の調査報告書のうち、総トン数 100 トン以上の船舶による走錨事故等)のうち、錨泊地の水深が 40m 以下の 49 隻。  

○ 錨泊方法は、双錨泊を基本とし、錨鎖をできるかぎり長く伸出して、錨と錨鎖

で十分な把駐力・係駐力を確保する等、万全の措置をとる必要がある。 

なお、錨泊方法や錨鎖の伸出量は、錨地における船舶の混雑状況、底質などの

環境に応じて各船で判断すること。 

◇ 単錨泊では風速 20m/s 程度から、双錨泊では風速 30m/s 程度から走錨している。 

◇ 大阪湾に錨泊中の同型内航船 2 隻で、双錨泊は走錨せず、単錨泊は走錨している例が

あった。 

◇ 関西国際空港連絡橋に衝突したタンカー付近で双錨泊のタンカーは走錨しなかった。 

◇ 風の変化を予測し、単錨泊から双錨泊に変更し、走錨しなかった船舶があった。 

図 7 水深と錨鎖の長さ 

(過去の事故等事例 49

隻、大阪湾 28 隻、 

東京湾 65 隻) 

水深(m) 

錨鎖の長さ(m) 

※白抜きは走錨。 

※過去の事故等事

例分は、小さく薄

い色としている。 

3D+90 4D+145 

0～20未満

20～30未満

30～50未満

50～

風速(m/s)

単錨泊 △

双錨泊 ○

非走錨

錨泊方法
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② 風速の影響 

大阪湾の 28 隻での走錨時の風速と錨鎖の長さとの関係を図 9 に示す。単錨泊した 17 隻

中、神戸空港沖に錨泊した外国籍船 1 隻が風速 50m/s 超でも走錨しなかったが、残りの 16

隻は、風速 30m/s 超から 5 隻(29％)が、風速 40m/s 超から 5 隻(29％)が、風速 50m/s 超か

ら 5 隻(29％)がそれぞれ走錨し始めている。 

一方、双錨泊した 11 隻中、関西国際空港連絡橋に衝突した油タンカー付近に双錨泊した

内航タンカー(16 ページ事例②)の他、内航船 6 隻が風

速 50m/s 超でも走錨しなかったが、風速 30m/s 超から

1隻(9％)が、風速 40m/s 超から 1隻(9％)が、風速 50m/s

超から 2 隻(18％)がそれぞれ走錨し始めている。 

また、関西国際空港の南沖約 1 海里(M)*4と北東沖約

2M に、それぞれ錨泊していた同型内航船 2 隻の状況を

比較すると、南沖の双錨泊の内航船 A は走錨せず、北

東沖の単錨泊の内航船 B は 1M 程度走錨しており(図 8

及び図 9 参照)、強風下での双錨泊の優位性の証左とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾の 65 隻での走錨時の風速と錨鎖の長さとの関係を図 10 に示す。単錨泊した 33

隻中、21 隻は風速 40m/s 超でも走錨しなかったが、12 隻は風速 20m/s 未満で 2 隻(6％)

が、風速 20m/s 超から 2 隻(6％)が、風速 30m/s 超から 8 隻(24％)がそれぞれ走錨して

いる。 

一方、双錨泊した 32 隻中、23 隻は風速 40m/s 超でも走錨していないが、風速 30m/s

超から 9 隻(28％)が走錨している。 

*4
 1 海里(M)＝約 1,852m  

図 9 走錨時の風速と錨鎖の長さ 

(大阪湾 28 隻) 

錨鎖の長さ(m) 

走錨時(非走錨船は最大瞬間風速時)の最大瞬間風速(m/s) 

単錨泊 △

双錨泊 ○

非走錨

錨泊方法

単錨泊：走錨後に揚錨し

航行した外国籍船 1 隻は

薄く表示。 

双錨泊：投錨状態のまま

自船を制御しながら操船

していた内航船 1 隻は薄

く表示。 

内航船 B 

内航船 A 

大阪湾 

図 8 内航船 B の 

AIS データの航跡 

1km 
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このことから、40m/s を超える強風下では単錨泊よりも、非走錨が多い双錨泊を選択す

べきと考えられる。ただし、錨泊方法や錨鎖の伸出量は、錨地における船舶の混雑状況や

底質などの状況に応じて各船での判断が求められる。 

台風通過時には急速に風向・風速が変化して錨鎖が絡みやすいので、効果的な双錨泊の

状態を実現するために、当初の単錨泊から、タイミングを見計らい、双錨泊に変更した事

例もあった。(15・16 ページの事例①及び②) 

③ 波高の影響 

大阪湾の 28 隻の波高と風速の関係を図 11 に示す。単錨泊した 17 隻中 16 隻は、波高 3m

超から 5 隻(29％)が、波高 4m 超から 9 隻(53％)が、波高 5m 超から 1 隻(6％)がそれぞれ

走錨している。 

一方、双錨泊した 11 隻中 3 隻は、波高 3m 超から 1 隻(9％)が、波高 4m 超から 2 隻(18％)

がそれぞれ走錨している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象船舶数が少ないことから、定量的な走錨時の波高を示すことは難しいが、単錨泊と

双錨泊を比べた場合、双錨泊では単錨泊よりも 1m ほど高い波高でも走錨していないこと

が図 11 から分かる。 

  

走錨時の波高(m) 

図 11 走錨時の風速と波高 

(大阪湾 20 隻) 

錨鎖の長さ(m) 

走錨時(非走錨船は最大瞬間風速時)の最大瞬間風速(m/s) 

図 10 走錨時の風速と錨鎖の長さ 

(東京湾 65 隻) 

単錨泊 △

双錨泊 ○

非走錨

錨泊方法

走錨時の最大瞬間風速(m/s) 

単錨泊 △

双錨泊 ○

錨泊方法

単錨泊：走錨後に揚錨し

航行した外国籍船 1 隻は

薄く表示。 

双錨泊：投錨状態のまま

自船を制御しながら操船

していた内航船 1 隻は薄

く表示。 

東京湾 

大阪湾 
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（３）機関使用 

 

 

 

 

 

図 12 及び図 13 はそれぞれ大阪湾、東京湾での最大瞬間風速と機関使用開始時の風速と

の関係である。大阪湾の 28 隻では、27 隻で機関をスタンバイし(機関不使用 1 隻)、風速

15m/s から 55m/s 以上で機関の使用を開始し、錨に過度の負荷がかからないよう、調整し

ながら走錨防止の措置を行っていた。 

風が弱くなったところで、錨や錨鎖のみで走錨を防止できるか確認しながら機関の出力

を抑えた船舶があったが、抑えすぎて走錨した船舶もあった。 

また、同型船 2 隻の比較では、走錨の少し前から機関を使用し始めたが走錨が止められ

なかったものと、早い段階から機関を使用し走錨しなかったものがあった。これらからも、

機関使用開始時の風速より風や波の影響を考慮しつつ、適切な出力で機関を使用すること

が重要であることが分かる。 

なお、機関の使用方法は船舶毎に異なっており、14 ページからの「３．台風接近、通過

時の事例」を参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

東京湾の 65 隻では、47 隻で機関をスタンバイし(機関不使用 18 隻)、風速 15m/s 超から

35m/s 以上で機関を使用していた。なお、錨泊方法による大きな違いは見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

  

○ 万全の錨泊方法や錨鎖の伸出でも、強風下、錨と錨鎖の把駐力・係駐力だけで

は、走錨する可能性があり、あらかじめ機関をスタンバイし、急速に変化する風

向・風速に応じて、走錨しないよう、出力の調整を適確に実施しながら継続的に

機関を使用する。 

◇ 多くの船舶では、風速 15m/s までに機関をスタンバイし、その後、風向・風速等の変化

に応じて、機関を使用している。 

図 12 機関使用開始

時と走錨時の風速

(大阪湾 27 隻) 機関使用開始時の風速(m/s) 

図 13 機関使用開始

時と走錨時の風速 

(東京湾 47 隻) 機関使用開始時の風速(m/s) 

単錨泊 △

双錨泊 ○

非走錨

錨泊方法

単錨泊 △

双錨泊 ○

非走錨

錨泊方法

走錨時(非走錨船は最大瞬間風速時)の最大瞬間風速(m/s) 

 

走錨時(非走錨船は最大瞬間風速時)の最大瞬間風速(m/s) 

 

大阪湾 

東京湾 
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単錨泊：12隻

0

移動距離(M)

0 1 22 1

双錨泊：9隻

移動距離(M)移動距離(M) 移動距離(M)

双錨泊：4隻単錨泊：16隻

12 0 2108 34567

（４）錨地の選定 

 

 

 

 

 

① 走錨による移動距離 

大阪湾で走錨した 20 隻の移動距離を図 15 に示す。単錨泊した 16 隻の移動距離は、

約 7M 圧流された外国籍船 2 隻を除き、0.34～1.8M(平均約 1M(約 1,850m))であった。 

関西国際空港の西沖約 3.5M と約 5M に錨泊していた 2 隻の外国籍船(図 15 の左上。

貨物船及びタンカー)は、北東方向に約 7M 走錨していた。貨物船は走錨後、南南西か

ら南西の風を受けて船首方位が南となり、船首を風上に

向けながら、機関を使用したものの、船体を制御できない

状態のまま走錨したが、風下に他船や海上・陸上施設等が

存在しておらず、事故に至ることはなかった(図 14 及び

21 ページ事例⑦参照)。このような状況からすると、移動

距離が長くなることも考慮して、風下に海上・陸上施設等

が存在していない、他船と十分な距離を確保できる錨地

を選定することが重要である。 

双錨泊した 4 隻の移動距離は、投錨状態のまま自船を制御しながら操船していた内

航船 1 隻を除き、0.35～1.1M(平均約 0.7M(約 1,300m))で、単錨泊は双錨泊の約 1.4 倍

であり、双錨泊とすると移動距離も短くなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 双錨泊や機関を使用しても、走錨の可能性を想定し、風下に重要施設などが存

在しない、他船と十分な距離を確保できる錨地を選定すること。 

◇ 走錨後の圧流による移動距離は、単錨泊が平均 1M で、双錨泊の 1.4 倍であった。 

◇ 外国籍船では、約 7M 圧流された例もあった。 

◇ 錨地の選定要素は、底質・水深、気象・海象が厳しくない、施設や他船から離れている、

風下に障害物がない等であった。 

図 15 走錨による移動距離(大阪湾 20 隻) 

図 16 走錨による移動距離 

(東京湾 21 隻) 

0～20未満

20～30未満

30～50未満

50～

風速(m/s)

図 14 外国籍貨物船の 

AIS データの航跡 

1M 

関西国際空港 

大阪湾 

東京湾 
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2
双錨泊：9隻 (kn)(kn) 単錨泊：12隻

2 1 0 0 1
移動速度(kn) 移動速度(kn)

35 4 3 2 1 0 0 1 2

単錨泊：16隻 双錨泊：4隻

図 16 は東京湾での移動距離である。走錨した 21 隻のうち単錨泊した 12 隻の移動

距離は、1.73～0.28M(平均約 0.54M(約 1,000m))で、内航タンカー1 隻が 1.73M であっ

たほかは 1M 未満であった。 

双錨泊した 9 隻の移動距離は、0.28～0.76M(約 0.43M(約 800m))で全て 1M 未満であ

り、錨泊方法別に移動距離の平均を比べると、単錨泊は双錨泊の約 1.25 倍であった

が、21 隻中 20 隻が 1M 未満で、錨泊方法による大きな違いは見られなかった。 

② 走錨による移動速度 

大阪湾で走錨した 20 隻の移動速度を図 17 に示す。単錨泊した 16 隻の移動速度(平

均の速度)は、4.2～1.2 ノット(kn)(平均約 2.9kn)であった。 

双錨泊した 4 隻は 2.3～1.5kn(平均約 2.1kn)であり、錨泊方法別に移動速度の平均

を比べると、単錨泊は双錨泊の約 1.4 倍であった。 

単錨泊は 2 隻を除いて 14 隻が 2kn 以上となっているが、双錨泊では 3 隻が 2kn 以

上だが 3kn を超えることはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 は東京湾での移動速度である。走錨した 21 隻のうち単錨泊した 12 隻の移動

速度は、0.4～2.1kn(平均 1.1kn)であった。 

双錨泊した 9 隻は 0.4～1.4kn(平均 1kn)であり、錨泊方法による大きな違いは見ら

れなかった。 

③ 錨地の選定 

大阪湾の 28 隻は、関西国際空港の南西沖と北東沖、神戸空港南沖のおおむね 3 つの

海域に錨泊していた。 

内航船は、関西国際空港の南西沖や北東沖で、水深 15m 以下での錨泊が多く、「風向

図 17 走錨時の移動速度(大阪湾 20 隻) 

0～20未満

20～30未満

30～50未満

50～

風速(m/s)

図 18 走錨時の移動速度 

(東京湾 21 隻) 

東京湾 

大阪湾 
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の関係」、「水深・底質」を錨地の選定理由としている船舶が多かった。 

外国籍船は、関西国際空港の西側の水深が深い海域に多く、9 隻全てが単錨泊で、

水深 16～20m が多く、「水深・底質」、「目的地の関係」を錨地の選定理由とし、代理店

の助言を理由としている船舶もあった。なお、底質は、ほとんどの船舶が「泥」か「砂・

泥」であった。 

東京湾の 65 隻は、単錨泊 33 隻、双錨泊 32 隻とほぼ半数で、水深は 20m 以下が多

く、「水深・底質」、「いつもの錨地」を錨地の選定理由としている船舶が多かった。な

お、底質は、「泥」か「砂・泥」であった。 

 

 

 

 

（５）気象・海象情報の入手 

 

 

 

大阪湾の 28 隻及び東京湾の 65 隻の台風情報の入手方法としては、内航船は全船が「テレ

ビ」を、次いで「インターネット」、「ナブテックス」を利用していた。外国籍船では「ナブテ

ックス」、「気象 FAX」、「VHF」の利用が多く、船舶管理会社等からの情報も挙げられている。 

台風接近時の気象情報から、風の変化を予測し、単錨泊から双錨泊に変更し、走錨しなかっ

た船舶もあり(15・16 ページの事例①及び②）、情報の入手とその正確な予測が重要である。 

 

 

 

 

台風通過時には急速に風向・風速が変化する。これに対応して、台風の風向が順次変化して

いく中で、錨鎖が絡まないよう注意しつつ、風速が強まったタイミングを見計らい、効果的な

双錨泊の状態を実現することが重要である（タイミングを見て双錨泊に変更した油タンカーの

事例(15・16 ページの事例①及び②)参照）。また、揚錨や機関使用を適切な時機に実施できず

に相当長い距離走錨してしまった外国籍貨物船の事例（10 ページ及び 21 ページ事例⑦参照）

から分かるとおり、風圧側面積が大型船など、錨泊では対応できないと考えて風速が強まる前

に揚錨して湾内の航行を続ける場合には、絶対にタイミングを逃すことなく、風速が強まる前

に確実に揚錨して航行に切り替えなければならない。このように、台風に対応するためのそれ

ぞれの措置の実施に当たっては、タイミングを適切に捉えることが極めて重要である。  

～錨地の選定について、船長からのアドバイス～（アンケート回答より） 

○ 水深、底質が適当。 

○ できるだけうねりが小さく、最強時の風向の風が当たりにくい場所。 

○ 他船から離れたところ、他船や施設と十分な間隔がとれる場所。 

○ 外国籍船がいない場所、外国籍船の風下側を避ける。 

○ 台風通過時には急速に風向・風速が変化するため、最新の気象・海象（台風）

情報の入手とその正確な予測が必要。それぞれの措置の実施に当たっては、タイ

ミングを適切に捉えることが極めて重要である。 

～台風情報などの入手について、船長からの意見や要望～（アンケート回答より） 

○ 会社関係者から、台風の中心位置、進路、風向風速の予測の情報がほしい。 

○ 錨泊位置付近の具体的な風向・風速、風向の変わる時間を知りたい。 

○ 錨泊を予定している場所の船舶の混雑状況の情報がほしい。 

○ 安全な場所への誘導。 



13 

 

（６）外国籍船 

 

 

調査対象船舶の外国籍船 9 隻は、総トン数が 4,879 トン～60,414 トンで、全長が約 107m

～200m であり、内航船（総トン数が 499 トン～3,942 トン、全長が約 60m～104m）に比べ

て大型で、錨地は水深の深い関西国際空港の西側の海域に多く、全て単錨泊であった。 

神戸空港沖に錨泊した 1 隻を除き、8 隻は走錨しており、走錨による移動距離が約 7M 圧

流されたものが 2 隻あった。また、錨地の選定について内航船の船長からは、「外国籍船が

いない場所、外国籍船の風下側を避ける」とコメントがあることや、風が強くなって揚錨

し、航行しながら台風の通過を待った自動車運搬船(60,414 トン、全長約 200m)があった

（7 ページ図 9 及び 19 ページ事例⑤を参照）ことからすると、風圧側面積の大きい外国籍

船では、事例⑤の自動車運搬船と同じような措置を検討していたものの、適切な時機に揚

錨や機関使用が実施できずに走錨し、移動距離が長くなった可能性も考えられる（10 ペー

ジ及び 21 ページ事例⑦参照）。 

なお、内航船と同程度の外国籍船については、双錨泊を基本とし、錨鎖をできるかぎり

長く伸出して、錨と錨鎖の把駐力・係駐力を確保する等の措置が望ましいが、錨地におけ

る船舶の混雑状況、底質などの環境に応じて各船で判断すべきである。 

そのためには、台風に対応するための情報の入手とその正確な予測が重要であり、現在

でも、自船での情報の入手や運航管理会社や船舶代理店等の関係者から必要な情報の提供

が実施されているものと考えられるが、外国籍の乗組員が理解できる気象、港湾、地勢、

臨海部の重要施設、規則や行政指導等の情報の積極的な提供が実施されるとともに、利用

しやすい情報の発信についても望まれるところである。 

（７）守錨当直 

 

 

走錨は発見しにくく、守錨当直*4 を実施し、レーダーや AIS 等を活用して走錨を監視す

ることが重要である。大阪湾の 28 隻及び東京湾の 65 隻は、全ての船舶で台風が接近する

前から守錨当直を実施していた。なお、当委員会が調査した過去の走錨事故等（6 ページ

脚注*3 参照）では、守錨当直を配置していないことにより、走錨を防ぐ措置の時機が遅れ

るなどして、事故等に至っている事例が多かった。 

*4
 「守錨当直」とは、錨泊中、気象・海象、周囲の他船の状況や船位、錨・錨鎖など自船の状況を監視し、外部から

の通信を受け、臨機に対応できるよう船橋に待機すること。 

※ 本資料の最終報告は、調査対象船舶（内航船及び外国籍船）の船体運動シミュレーション

計算結果と動静等についての情報の追加し、平成 31 年 3 月の公表を予定している。  

○ 外国籍の乗組員が理解できる気象、港湾、地勢、臨海部の重要施設、規則や行

政指導等の情報の積極的な提供と利用しやすい情報の発信が望まれる。 

○ 走錨を防ぐ措置を適時・適切に実施するためには、守錨当直が基本。 
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３．台風接近、通過時の事例 

（１）大阪湾 

大阪湾の 28 隻のうち 7 隻について、台風への対応等の状況例を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各事例の AIS データの航跡は、平成 30 年 9 月 4 日 11:30～14:30 分を使用しており、矢

印は風向を表している。なお、各事例の船舶の概位は図 19 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 19 AIS データによる大阪湾の状況 

(H30.9.4 13:40-13:45 の AIS データ) 

① 

② 

③ 

⑤ 

淡路島 

神戸空港 

日本籍船 

外国籍船 

関西国際空港 

走錨 

非走錨 

表記

最微速 Dead Slow DS

微速 Slow S

半速 Half H

港内全速 Habor Full H.F

港外全速 Navi Full N.F

速力区分

※各事例の船舶において、

機関操作を行った際の速

力区分の表記は、以下のと

おりである。なお、機関操

作は全て前進であった。 

④ 

⑥ 

⑦ 

非走錨
風、うねりが少ない錨地を選び、双錨泊と機関使用で、風速約60m/sで
も、走錨しなかった例

双錨泊 油タンカー　3,578GT

非走錨 風下に、他船や重要な陸上施設があり、走錨しないよう対応した例

双錨泊 油タンカー　498GT

走錨 風上から他船が走錨してきて、自船を投錨の状態で操船した例

双錨泊 ケミカルタンカー　499GT

走錨
単錨泊で、機関を使用したものの、走錨を止めることができなかった
例

単錨泊 ケミカルタンカー　499GT

走錨
錨泊したものの、風が強くなって揚錨し、航行しながら台風の通過を
待った例

単錨泊 外国籍自動車運搬船　60,414GT

走錨
単錨泊で、機関を使用したものの、走錨を止めることができなかった
例

単錨泊 外国籍ばら積み貨物船　27,470GT

走錨
単錨泊で、機関を使用したものの、走錨を止めることができなかった
例

単錨泊 外国籍貨物船　9,243GT

① 15ページ

② 16ページ

③ 17ページ

④ 18ページ

⑦ 21ページ

⑤ 19ページ

⑥ 20ページ
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   双錨泊 油タンカー 3,578GT 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①風、うねりが少ない錨地を選び、双錨泊と機関使用で、風速約 60m/s でも、走錨

しなかった例 

○船舶の概要 
・全長：104.93m 
・保有錨鎖：左右とも 8 節 
・半載 
○錨泊位置の情報 
・水深：20m 
・底質：泥 

9/3 12:15 

錨泊開始 

錨鎖 右 0 節、左 6 節 

9/4 08:00 

錨鎖繰出し 

錨鎖 右 0 節、左 8 節 

9/4 12:15 

機関使用開始 

風速 ENE 20.6m/s 

単錨泊⇒双錨泊 

錨鎖 右 5.5 節、左 8 節 

CPP※翼角 2 度から
段階的に DS4 度。
錨鎖の緊張を取る
位置となるよう機
関を使用 

9/4 13:30 

風速 SSW 46.8m/s 

錨鎖 右 5.5 節、左 8 節 

機関 S 6.5 度 

9/4 13:00 

風速 ESE 25.7m/s 

波高 2.9m 

 

※CPP：可変ピッチプロペラ 

この事例のポイント 

○ 前日の昼過ぎには、風、うねりの少ない錨地にて、錨泊を開始。 

○ 錨泊当初は、単錨泊であったものの、風の変化に合わせて、風向が北から東に変化し、風速約

20m/s で双錨泊に変更し、把駐力・係駐力を強化。 

○ 風速約 20m/s で、機関の使用を開始。その後は、本船の位置情報から錨鎖の緊張をとるよ

うに最微速から微速の出力で機関を調整。 

○ 万が一、走錨したとしても重大な事故が発生する可能性が低い関西国際空港等の重要施設か

ら約５M離れた場所を錨地に選定。 

○ 錨地付近には、ほかにも内航船が錨泊しており、本船より更に陸側に錨泊していた 749トン型貨

物船は、双錨泊であったこともあり、機関を使用することなく走錨を防止。 

～船長のコメント～ 

○ 錨地は、できるだけうねりが小さい場所で、最強風速時に風が当たりにくい場所を選

び、機関を早めに使用すること。 

9/4 14:00 

風速 SW 30.3m/s、波高 4.5m 

9/4 13:38 

風速 SSW 58.1m/s 
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   双錨泊 油タンカー 498GT 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

② 風下に、他船や重要な陸上施設があり、走錨しないよう対応した例 

○船舶の概要 
・全長：64.00m 
・保有錨鎖：左右とも 8 節 
・空船（バラスト有） 
○錨泊位置の情報 
・水深：14m 
・底質：泥 

9/3 11:50 

錨泊開始 

錨鎖 右 0 節、左 7 節 

9/4 12:30 

機関使用開始 

風速 E 21.1m/s 

錨鎖 右 7 節、左 7 節 

機関 S～H 

9/4 12:00～20 

機関スタンバイ 

単錨泊⇒双錨泊 

風速 ENE 18m/s、波高 1.5m 

錨鎖 右 7 節、左 7 節 

9/4 13:00 

風速 ESE 25.7m/s、波高 1.8m 

錨鎖 右 7 節、左 7 節 

機関 H 

9/4 14:00 

機関使用終了 

風速 SW 30.3m/s、波高 2.2m 

 

9/4 13:38 

風速 SSW 58.1m/s 

 

この事例のポイント 

○ 錨泊当初は、単錨泊であったものの、風向が北から東に変化し、風速約 20m/s で双錨泊に

変更し、把駐力・係駐力を強化。 

○ 風速が約 20m/s で、機関の使用を開始。その後は、走錨しないように微速から半速の出力

で機関を調整。 

○ 風が弱くなったところで、走錨させないため、機関の出力を上下させながら、錨鎖のみで走錨を防

止できるか確認。 

～改善ポイント～ 

○ 錨地は、水深・底質や風を考慮して選定していたが、自船の風下には関西国際空港連

絡橋や他船が存在し、万が一走錨していれば、重大な事故が発生するリスクがあり、ま

た、海上保安庁では関空島の陸岸から、原則３マイル離した場所に錨泊するよう指導し

ているので、風下に重要施設などが存在しない、他船と十分な距離を確保できる錨地を

選定すること。 
























